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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

中間連結会計期間
第24期

中間連結会計期間
第23期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 2,206,917 2,280,766 4,606,987

経常利益又は経常損失（△） （千円） △410 52,618 32,722

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） △7,426 41,799 3,298

中間包括利益又は包括利益 （千円） △4,038 40,300 6,954

純資産額 （千円） 1,182,655 1,141,533 1,195,452

総資産額 （千円） 1,948,089 1,841,802 1,951,809

１株当たり中間（当期）純利益又

は１株当たり中間純損失（△）
（円） △4.64 26.50 2.06

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） - 26.38 2.05

自己資本比率 （％） 60.1 61.7 60.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △49,424 △61,670 △46,703

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △583 △1,527 △9,665

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △82,280 △137,516 △131,996

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,188,036 929,290 1,131,451

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．第23期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１
株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はございません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末日現在において判断したものであります。

 

(１）財政状態及び経営成績の状況

（経営成績の状況）

　当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）における我が国の経済環境は、雇用情勢・所得環境の改

善を背景に、政府による各種政策の効果もあり、緩やかな回復が続いております。その一方で、世界的インフレリス

クの高止まりや、為替相場における歴史的円安水準を背景とした物価上昇圧力の継続など、景気の先行きは不透明な

状況が続いております。このような経済情勢においても、当社グループの経営理念である「共存共栄の精神で世の中

に新たな価値と笑顔を創出します」を実践し、中堅・中小企業様の経営者に対して真摯に向き合う事業推進パート

ナーとして、常に顧客の想いに応える存在であり続けます。

　当社グループの主要事業領域である国内インターネット広告市場は成長を続け、2023年にはテレビ・新聞・雑誌・

ラジオのマスコミ四媒体合計を上回る３兆3,330億円（前年比7.8％増）規模に拡大しており（出所：『2023年 日本

の広告費』株式会社電通）、社会のデジタル化が進むなかで今後も継続して拡大することが見込まれます。

　このような市場環境を背景として当連結会計年度において、当社では引き続き継続的・安定的な事業規模拡大を目

指し、主力のデジタルマーケティング事業及びブランド事業に注力いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は2,280,766千円（前年同期比3.3％増）、営業利益は49,761千円（前年同

期は営業利益3,870千円）、経常利益は52,618千円（前年同期は経常損失410千円）、親会社株主に帰属する中間純利

益は41,799千円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失7,426千円）となりました。

 

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

　なお、当中間連結会計期間より、報告セグメントの変更等を行っており、以下の前年同期比較については、前年

同期の数値を変更後の区分に組み替えた数値で比較しております。詳細は「注記事項　（セグメント情報等）」に

記載のとおりであります。

 

 

①　ブランド事業

　当該事業におきましては、ブランドの「らしさ」を確立したいと考える中堅・中小企業様に対して、「ブラン

ドファースト」の考え方を反映した独自フレームワークを軸としたオウンドメディアの構築・運用及び経営サ

ポート、コンテンツマーケティング等を提供し、集客、採用・組織体制・企業文化における課題を解決していま

す。また、医療・建築・不動産・製造を中心に、3,000社超の既存顧客ネットワークから蓄積された「業界別ノ

ウハウ」をもとに、成長可能性を高めるためのプロジェクト推進ができることを強みとしております。

　当中間連結会計期間におきましては、前年度に生じた、制作期間の長期化による利益率低下という課題に対し

て、短納期・高利益率の商材の販売に注力し対応したことにより、売上高は713,707千円（前年同期比0.6％

減）、セグメント利益は160,982千円（前年同期比37.2％増）となりました。

 

②　デジタルマーケティング事業

　当該事業におきましては、デジタルシフトを推進しているものの、マーケティング責任者やデジタル責任者が

不在でノウハウがなく、マーケティング活動の成果が出ないといった課題を抱える中堅・中小企業様に対して、

各種インターネット広告、デジタルコンテンツ制作、WEBコンサルティング等を提供しております。また、当社

が擁しているフロント人材が中心となり、現状分析、戦略立案・実行、効果測定までワンストップで提供できる

ことを強みとしております。

　当中間連結会計期間におきましては、当社とのシナジーを生む提携先企業との共催セミナー開催等に注力し、

顧客層の拡大を行って参りましたが、複数の中規模顧客との取引の縮小、解約の影響により、売上高は

1,567,058千円（前年同期比5.3％増）、セグメント利益は121,440千円（前年同期比17.2％増）となりました。
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（財政状態の状況）

　当社グループの当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産1,841,802千円となり、前連結会計年度末と

比較して110,006千円減少しております。負債合計は700,268千円となり、前連結会計年度末と比較して56,088千円

減少しております。純資産は1,141,533千円となり、前連結会計年度末と比較して53,918千円減少しております。

 

（流動資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ103,214千円減少し、1,662,361千円となり

ました。これは現金及び預金が202,161千円減少した一方で、受取手形及び売掛金が64,277千円、預け金が40,293

千円増加したこと等によるものであります。

 

（固定資産）

　当中間連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ6,792千円減少し、179,440千円となりまし

た。これは有形固定資産が6,656千円、無形固定資産が431千円減少した一方で、投資その他の資産が295千円増加

したことによるものであります。

 

（流動負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ41,068千円減少し、700,268千円となりま

した。これは買掛金が14,138千円、1年内返済予定の長期借入金が36,645千円減少したこと等によるものでありま

す。

 

（固定負債）

　当中間連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ15,020千円減少し、残高はありません。こ

れは長期借入金が15,020千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ53,918千円減少し、1,141,533千円となりま

した。これは前連結会計年度に係る配当金25,600千円の支払、自己株式の取得60,251千円があり、一方で親会社株

主に帰属する中間純利益を41,799千円計上したこと等によるものであります。

 

(２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

202,161千円減少し、929,290千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は61,670千円（前年同期は49,424千円の使用）となり

ました。

　この主な内訳は、売上債権の増加額65,288千円、預け金の増加額40,293千円があった一方で、税金等調整前当期

純利益60,986千円があったこと等によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は1,527千円（前年同期は583千円の使用）となりまし

た。

この主な内訳は、有形固定資産の取得による支出1,527千円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は137,516千円（前年同期は82,280千円の使用）とな

りました。

この主な内訳は、長期借入金の返済による支出51,665千円、自己株式の取得による支出60,251千円、配当金の支

払額25,600千円があったことによるものであります。

 

(３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありま

せん。

 

(７）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間において、長期借入金を51,665千円返済しました。この結果、当中間連結会計期間末におけ

る借入金残高は65,018千円となりました。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,900,000

計 5,900,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,600,015 1,600,015
 東京証券取引所

 グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。なお、単元株式

数は100株でありま

す。

計 1,600,015 1,600,015 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年４月１日～

 2024年９月30日
- 1,600,015 - 52,260 - 94,530
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社アズーロ 東京都港区南青山２丁目２－１５ 583,000 37.84

木村　裕紀 東京都渋谷区 185,540 12.04

榊原　暢宏 愛知県名古屋市昭和区 110,644 7.18

綿引　一 東京都港区 79,844 5.18

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 39,100 2.54

株式会社ＳＡＩＡＳ 東京都港区港南１丁目９－３６ 38,772 2.52

株式会社ＳＢＩネオトレード証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 23,600 1.53

ブランディングテクノロジー従業員

持株会
東京都渋谷区南平台町１５－１３ 22,700 1.47

株式会社Ｗｉｚ 東京都豊島区南大塚２丁目２５－１５ 16,400 1.06

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 15,500 1.01

計 － 1,115,100 72.38

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 59,400 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であります。なお、単元

株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,539,900 15,399 同上

単元未満株式 普通株式 715 － －

発行済株式総数  1,600,015 － －

総株主の議決権  － 15,399 －

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ブランディングテ

クノロジー株式会

社

東京都渋谷区南平

台町15番13号帝都

渋谷ビル４階

59,400 - 59,400 3.71

計 － 59,400 - 59,400 3.71
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、海南監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,131,451 929,290

受取手形及び売掛金 503,857 568,134

仕掛品 28,494 28,254

前払費用 80,615 85,674

預け金 2,094 42,387

その他 20,893 9,686

貸倒引当金 △1,830 △1,066

流動資産合計 1,765,575 1,662,361

固定資産   

有形固定資産   

その他（純額） 41,738 35,081

有形固定資産合計 41,738 35,081

無形固定資産   

その他 1,750 1,319

無形固定資産合計 1,750 1,319

投資その他の資産   

その他 151,848 152,806

貸倒引当金 △9,104 △9,766

投資その他の資産合計 142,744 143,039

固定資産合計 186,233 179,440

資産合計 1,951,809 1,841,802

負債の部   

流動負債   

買掛金 309,549 295,411

１年内返済予定の長期借入金 101,663 65,018

未払法人税等 12,904 20,541

賞与引当金 41,806 48,876

その他 275,412 270,420

流動負債合計 741,336 700,268

固定負債   

長期借入金 15,020 -

固定負債合計 15,020 -

負債合計 756,356 700,268

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,260 52,260

資本剰余金 237,706 237,706

利益剰余金 880,972 897,171

自己株式 - △60,251

株主資本合計 1,170,939 1,126,887

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 11,092 9,264

その他の包括利益累計額合計 11,092 9,264

新株予約権 8,368 -

非支配株主持分 5,052 5,382

純資産合計 1,195,452 1,141,533

負債純資産合計 1,951,809 1,841,802
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 2,206,917 2,280,766

売上原価 1,678,674 1,688,564

売上総利益 528,243 592,201

販売費及び一般管理費 ※ 524,372 ※ 542,440

営業利益 3,870 49,761

営業外収益   

受取利息 14 98

助成金収入 - 2,770

為替差益 - 711

その他 41 1,585

営業外収益合計 55 5,165

営業外費用   

支払利息 646 333

持分法による投資損失 55 -

投資事業組合運用損 - 1,364

出資金評価損 955 -

為替差損 1,604 -

和解金 910 332

その他 165 277

営業外費用合計 4,337 2,308

経常利益又は経常損失（△） △410 52,618

特別利益   

有形固定資産売却益 419 -

新株予約権戻入益 - 8,368

特別利益合計 419 8,368

税金等調整前中間純利益 8 60,986

法人税、住民税及び事業税 10,412 21,131

法人税等調整額 △3,340 △2,273

法人税等合計 7,071 18,857

中間純利益又は中間純損失（△） △7,063 42,128

非支配株主に帰属する中間純利益 362 329

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△7,426 41,799
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △7,063 42,128

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 3,025 △1,827

その他の包括利益合計 3,025 △1,827

中間包括利益 △4,038 40,300

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △4,400 39,971

非支配株主に係る中間包括利益 362 329
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 8 60,986

減価償却費 13,958 8,419

新株予約権戻入益 - △8,368

貸倒引当金の増減額（△は減少） △353 △101

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,708 7,245

受取利息及び受取配当金 △14 △98

支払利息 646 333

投資事業組合運用損益（△は益） - 1,364

出資金評価損 955 -

為替差損益（△は益） 184 244

有形固定資産売却損益（△は益） △419 -

持分法による投資損益（△は益） 55 -

売上債権の増減額（△は増加） 66,778 △65,288

預け金の増減額（△は増加） △2,057 △40,293

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,975 175

未払又は未収消費税等の増減額 △24,567 19,981

仕入債務の増減額（△は減少） △66,987 △14,125

未払金の増減額（△は減少） △5,869 △13,271

未払費用の増減額（△は減少） 3,171 △6,896

前受金の増減額（△は減少） △551 10,295

その他 △1,853 △19,873

小計 △16,182 △59,270

利息及び配当金の受取額 14 558

利息の支払額 △646 △333

法人税等の支払額 △32,609 △2,625

営業活動によるキャッシュ・フロー △49,424 △61,670

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,053 △1,527

有形固定資産の売却による収入 470 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △583 △1,527

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △56,690 △51,665

自己株式の取得による支出 - △60,251

配当金の支払額 △25,590 △25,600

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,280 △137,516

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,776 △1,446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △130,512 △202,161

現金及び現金同等物の期首残高 1,318,549 1,131,451

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,188,036 ※ 929,290
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下 「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年中間期及び前連結会計年度については遡及適用後の中間連

結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年同期の中間連結財務諸表及

び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自2023年４月１日
　　至2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自2024年４月１日
　　至2024年９月30日）

給料及び手当 207,438千円 237,792千円

賞与引当金繰入額 25,132 27,476

退職給付費用 2,702 2,984

支払手数料 104,026 97,549

減価償却費 8,113 5,631

貸倒引当金繰入額 △166 △6

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 1,188,036千円 929,290千円

現金及び現金同等物 1,188,036 929,290
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 25,590 利益剰余金 16 2023年３月31日 2023年６月30日

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　当社は、2023年５月17日開催の取締役会決議に基づき、2023年５月31日付で、自己株式25,785株の消却を実

施いたしました。この結果、当中間連結会計期間において資本剰余金及び自己株式がそれぞれ26,754千円減少

しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 25,600 利益剰余金 16 2024年３月31日 2024年６月28日

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　当社は、2024年５月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式59,400株の取得を行いました。この結果、

当中間連結会計期間において自己株式が60,251千円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が60,251

千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ブランド事業
デジタル
マーケ

ティング事業
計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 718,121 1,488,796 2,206,917 - 2,206,917

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,845 - 2,845 △2,845 -

計 720,966 1,488,796 2,209,762 △2,845 2,206,917

セグメント利益 117,353 103,638 220,992 △217,121 3,870

（注）１．セグメント利益の調整額△217,121千円には、セグメント間取引消去△2,160千円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△214,961千円が含まれております。

全社費用の主なものは報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ブランド事業
デジタル
マーケ

ティング事業
計

売上高      

(1）外部顧客への売上高 713,707 1,567,058 2,280,766 - 2,280,766

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,965 - 4,965 △4,965 -

計 718,673 1,567,058 2,285,731 △4,965 2,280,766

セグメント利益 160,982 121,440 282,422 △232,661 49,761

（注）１．セグメント利益の調整額△232,661千円には、セグメント間取引消去△4,320千円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△228,341千円が含まれております。

全社費用の主なものは報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

３　報告セグメント変更等に関する情報

当中間連結会計期間より当社グループ内の経営管理区分の一部見直しに伴い、従来「ブランド事業」「デ

ジタルマーケティング事業」「オフショア関連事業」としていた報告セグメントを、「ブランド事業」

「デジタルマーケティング事業」に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
ブランド事業

デジタルマーケ
ディング事業

計

オウンドメディア 249,984 - 249,984 249,984

経営サポート 271,603 - 271,603 271,603

ブランドコンサル 196,532 - 196,532 196,532

Webコンサル - 76,034 76,034 76,034

ネット広告 - 1,412,761 1,412,761 1,412,761

顧客との契約から生じる収益 718,121 1,488,796 2,206,917 2,206,917

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 718,121 1,488,796 2,206,917 2,206,917

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計
ブランド事業

デジタルマーケ
ディング事業

計

オウンドメディア 236,305 - 236,305 236,305

経営サポート 269,467 - 269,467 269,467

ブランドコンサル 207,934 - 207,934 207,934

Webコンサル - 90,734 90,734 90,734

ネット広告 - 1,476,324 1,476,324 1,476,324

顧客との契約から生じる収益 713,707 1,567,058 2,280,766 2,280,766

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 713,707 1,567,058 2,280,766 2,280,766
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純

損失（△）
△4円64銭 26円50銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株

主に帰属する中間純損失（△）（千円）
△7,426 41,799

　普通株主に帰属しない金額（千円） - -

　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）

△7,426 41,799

　普通株式の期中平均株式数（株） 1,599,415 1,577,307

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 - 26円38銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千

円）
- -

　普通株式増加数（株） - 7,326

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－
第６回新株予約権は、権利不確

定により失効しております。

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり

中間純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

当社は、2024年５月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしまし

た。

１．自己株式の取得に係る決議内容

(1)取得する株式の種類 当社普通株式

(2)取得する株式の総数 90,900 株（上限）

発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 5.68 %

(3)株式の取得価額の総額 100,000千円（上限）

(4)取得する期間 2024年5月15日から2024年11月12日（約定日ベース）

(5)取得方法 取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付け

２．取得日

2024年5月15日～2024年10月31日

３．その他

　上記市場買付けによる取得の結果、当社普通株式82,200株（取得価額82,744千円）を取得いたしました。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

ブランディングテクノロジー株式会社

取締役会　御中

 

海南監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 平賀　康麿

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 山田　亮

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているブランディング

テクノロジー株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ブランディングテクノロジー株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期
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中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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